
No 貢 第５版：６月２６日 第６版：７月１５日 

１ 表紙  ◆本補助金は、給付金ではあ

りませんので、審査があり、

不採択になる場合がありま

す。補助事業遂行の際には、

自己負担が必要となり、原則

後払いです。 

◆事業再開枠は単独では利用

できません。 

２ 表紙 

申請書類一式の

提出先 

都道府県商工会連合会 小規模

事業者持続化補助金事務局 

【郵送の場合】 

受け付けません） 

【電子申請の場合】追加 

３ 表紙 

問い合わせ先 

 

 

上記の～補助金事務局 

電話番号 ●●-●●●●-● 

４ 表紙 

 

問い合わせの対応時間は～～ 上記①の問い合わせの対応時

間は～～ 

５ 表紙 

 

また、書類の持参・ご相談の

ために訪問されてもご対応い

たしかねます。 

削除 

６ 

 

表紙 

（ご注意・ご連

絡） 

◇本事業の申請に際しては、

地域の商工会の確認が必要と

なります。～～ 

削除 

７ 

 

 

 

P.3 

◎小規模事業者

持続化補助金＜

コロナ特別対応

型＞ 

3行目 

地域の商工会または商工会議

所の助言等を受けて経営計画

を作成し 

経営計画を作成し 

８ P.3 

◎小規模事業者

持続化補助金＜

コロナ特別対応

型＞ 

5行目 

補助上限額：１００万円（注

５、注６）。 

補助上限額：１００万円（注

５）。 

９ P.3 

◎小規模事業者

持続化補助金＜

コロナ特別対応

型＞ 

13行目 

複数回の受付締切を設けま

す。（注７） 

複数回の受付締切を設けま

す。（注６） 

持続化補助金【コロナ特別対応型】新旧対照表 



１０ P.3 

◎小規模事業者

持続化補助金＜

コロナ特別対応

型＞ 

 14行目 

なお、第３回の申請から商工

会が発行する様式３は任意と

なりました。 

１１ P.3 

◎小規模事業者

持続化補助金＜

コロナ特別対応

型＞ 

18行目 

電子申請の利用が可能となり

ます【６月下旬以降】。（注

８） 

電子申請の利用が可能となり

ます。（注７） 

１２ P.3 

◎小規模事業者

持続化補助金＜

コロナ特別対応

型＞ 

（注 5） 

P.4「補助率等の整理表」をご

参照ください。 

（注 6） 

原則として、個社の～～ 

（注 5）として合体 

１３ P.3 

◎小規模事業者

持続化補助金＜

コロナ特別対応

型＞ 

（注 7）複数回の応募受付締切

スケジュール～～ 

（注 6）複数回の応募受付締切

スケジュール～～ 

１４ 

 

P.3 

◎小規模事業者

持続化補助金＜

コロナ特別対応

型＞ 

（注 8）電子申請の場合～～ （注 7）電子申請の場合～～ 

１５ P.5 

「重要説明事

項」（申請にあ

たっての注意

点） 

 5行目 

審査があり不採択になる場合

があります（給付金ではあり

ません）。 

１６ P.7 

Ⅰ．計画書の様

式 

●補助金申請に必要な提出書

類はＰ.８～２６です。 

（商工会または市区町村が記

入する書類等を含む）。 

●補助金申請に必要な提出書

類はＰ.８～２６です。 

 

１７ P.8 

（様式１－１：

単独１事業者に

よる申請の場

合） 

右上枠 

住所（都道府県名から記載） 

 

事業所の所在地（都道府県名

から記載） 



１８ P.8 

（様式１－１：

単独１事業者に

よる申請の場

合） 

 右上枠項目追加 

本事業を営む場が事業所の所

在地と違う場合の所在地（都

道府県・市区町村名） 

１９ P.8 

（様式１－１：

単独１事業者に

よる申請の場

合） 

 右上枠項目追加 

上記地区を管轄する商工会名 

２０ P.8 

（様式１－１：

単独１事業者に

よる申請の場

合） 

・支援機関確認書（様式３）

＊依頼に基づき、地域の商工

会が作成します。 

・支援機関確認書（様式３）

＊提出は任意で必須ではあり

ません。 

２１ P.9 

（様式１－２：

複数事業者によ

る共同申請の場

合） 

右上枠 

住所（都道府県名から記載） 

 

事業所の所在地（都道府県名

から記載） 

２２ P.9 

（様式１－２：

複数事業者によ

る共同申請の場

合） 

 右上枠項目追加 

本事業を営む場が事業所の所

在地と違う場合の所在地（都

道府県・市区町村名） 

２３ P.9 

（様式１－２：

複数事業者によ

る共同申請の場

合） 

 右上枠項目追加 

上記地区を管轄する商工会名 

２４ P.9 

（様式１－２：

複数事業者によ

る共同申請の場

合） 

・支援機関確認書（様式３）

＊依頼に基づき、地域の商工

会が作成します。 

・支援機関確認書（様式３）

＊提出は任意で必須ではあり

ません。 

２５ P.10 

（様式１－２別

紙：複数事業者

による共同申請

の場合は追加で

提出） 

【代表事業者】 

【代表事業者以外の共同～

～】 

住所（都道府県名から記載） 

 

【代表事業者】 

【代表事業者以外の共同～

～】 

事業所の所在地（都道府県名

から記載） 



２６ P.10 

（様式１－２別

紙：複数事業者

による共同申請

の場合は追加で

提出） 

枠外 

なお、常時使用する～～迷っ

た場合は、地域の商工会にご

相談いただけます。 

なお、常時使用する～～迷っ

た場合は、補助金事務局また

は商工会にご相談いただけま

す。 

２７ P.13 

【様式２作成の

留意事項】 

※3 

なお、常時使用する～～迷っ

た場合は、地域の商工会にご

相談いただけます。 

※3 

なお、常時使用する～～迷っ

た場合は、補助金事務局また

は商工会にご相談いただけま

す。 

２８ P.16 

＜計画の内容＞ 

※経営計画等の作成にあたっ

ては商工会と相談し、助言・

指導を得ながら進めることが

できます。 

※経営計画等の作成にあたっ

ては、必要に応じ、商工会と

相談し、助言・指導を得なが

ら進めることができます。 

２９ P.23 

（様式３）支援

機関確認書 

【コロナ特別対応型・補助金

事務局提出用】 

【コロナ特別対応型・補助金

事務局提出用（任意）】 

３０ P.23 

（様式３）支援

機関確認書 

支援商工会が記入 支援商工会が記入 

（提出は任意で必須ではあり

ません。） 

３１ P.32下行 

 

（３）商工会・商工会議所の

支援を受けながら～～こと。 

・「商工会・商工会議所の支援

を受けながら～～です。 

（３）必要に応じて、商工

会・商工議所の助言、指導、

融資斡旋等の支援を受けなが

ら取り組む事業であること。 

３２ P37 広報費 【対象となる経費例】 

ウェブサイト作成や更新 

EC サイト追加や予約システム

追加のためのウェブサイト新

規作成や更新 

３３ P45 外注費 24)上記のほか、公的な資金の

用途として社会通念上、不適切

と認められる経費 

24）保険適応診療にかかる経費 

25）グラウドファンディングで

発生しうる手数料 

３４ P45 １．補助金申請の基本的な手続

きの流れ】 

 受付締切までに、「経営計画

書」（様式２）など必要な提出物

（【Ⅴ.応募時提出資料】（Ｐ．

69）をよくご確認ください）を

全て揃え、直接、以下（２）に

記載の補助金事務局の住所ま

で郵送または電子申請に 

１．補助金申請の基本的な手続

きの流れ】 

 受付締切までに、「経営計画

書」（様式２）など必要な提出物

（【Ⅴ.応募時提出資料】（Ｐ．

69）をよくご確認ください）を

全て揃え、直接、以下（２）に

記載の補助金事務局まで郵送

または電子申請に 



３５ P.45 

【1.補助金申請

の基本的な手続

きの流れ】 

①「経営計画書」～～④受付

締切までに～～（持参は受け

付けません。 

受付締切までに、「経営計画

書」（様式２）など必要な提出

物（【Ⅴ.応募時提出資料】

（P.69）をよくご確認くださ

い）を全て揃え、直接、以下

（２）に記載の補助金事務局

の住所まで郵送により、提出

してください（持参は受け付

けません）。 

３６ P.45 

【1.補助金申請

の基本的な手続

きの流れ】 

 ＊郵送または電子申請により

～ 

＊必要に応じ、商工会に「経

営計画書」（様式２）の写し等

を提出し、「支援機関確認書」

（様式３）の作成・交付を依

頼することができます（提出

は任意で必須ではありませ

ん。共同申請の場合も同様）。 

３７ P.45 

【1.補助金申請

の基本的な手続

きの流れ】 

 ＊「支援機関確認書」（様式

３）の発行を受けた場合は、

申請の際に補助金事務局に申

請書類と合わせて提出してく

ださい（「支援機関確認書」

（様式３）の発行を受けた

後、「経営計画書」（様式２）

の内容を加筆・修正した際に

は、実際に補助金事務局に提

出した最終版の写しを、当該

商工会に提出してください）。 

３８ P.46 

【1.補助金申請

の基本的な手続

きの流れ】 

※本事業の電子申請に関して

～～利用できます【６月下旬

以降】。 

※本事業の電子申請に関して

～～利用できます。 

３９ P.46 

＜留意点＞ 

本事業は、小規模事業者～～

行うことはできません。 

本事業は、小規模事業者自身

の取組を支援するものである

ため、社外の代理人のみで、

商工会議所へ相談や「支援機

関確認書」の交付依頼等を行

うことはできません。 

４０ 

 

P.46 

 

●共同申請の場合の～～作

成・交付について 

●共同申請の場合の～～作

成・交付（任意）について 



４１ P.46 

（２）補助金事

務局への申請書

の郵送による提

出先 

(２）補助金事務局への申請書

の郵送による提出先・問い合わ

せ先 

都道府県商工会連合会 小規模

事業者持続化補助金事務局 

住 所  〒 ●●●-●●●● 

●●●●●●●●●●  ●-

●●-●●●●●●●ビル●階 

電話番号  ●●-●●●●-

●●●● 

会議所 小規模事業者持続化補

助金 事務 

（２）補助金地方事務局への申

請書の郵送による提出先 

都道府県商工会連合会 小規模

事業者持続化補助金事務局 

住 所  〒 ●●●-●●●● 

●●●●●●●●●●  ●-

●●-●●●●●●●ビル●階 

 

 

 

 

４２ P.46 

（３）提出資料 

。 小規模事業者持続化補助金事

務局に提出してください。（事

務局を追加） 

４３ P.46 

表 1：審査の観

点 Ⅱ加点審査 

提出された経営計画書に基づ

き「新型コロナウイルス感染症

が事業環境に与える影響を乗

り越えるための取組として適

切な取組であるか」、「『サプラ

イチェーンの毀損への対応』、

『非対面型ビジネスモデルへ

の転換』、『テレワーク環境の整

備』のいずれか一つ以上に関す

る取組を行う事業計画になっ

ているか」について、専門家に

よる審査を行い、総合的な評価

が高いものから順に採択を行

います。 

提出された経営計画書につい

て、以下の項目に基づき専門家

による加点審査を行い、総合的

な評価が高いものから順に採

択を行います。 

① 新型コロナウイルス感染

症が事業環境に与える影響を

乗り越えるための取組として

適切な取組であるか。 

②『サプライチェーンの毀損へ

の対応』、『非対面型ビジネスモ

デルへの転換』、『テレワーク環

境の整備』のいずれか一つ以上

に関する取組を行い、補助対象

経費の１／６以上の投資を行

う事業計画になっているか。 

③ 自社の経営状況分析の妥

当性、経営方針・目標と今後の

プランの適切性、補助事業計画

の有効性、積算の透明・適切性

を有する事業計画になってい

るか。 

４４ P.53 

（注意事項） 

「受払簿（任意様式）」等によ

って～～ 

「受払簿（フォーマットは自

由）」等によって～～ 

４６ P.57 

6.申請手続 

（１）「～～小規模事業者持続

化補助金」に提出してくださ

い。 

（１）「～～小規模事業者持続

化補助金事務局」に提出して

ください。 



４７ P.57 

6.申請手続 

（３）「～～小規模事業者持続

化補助金」への申請書の郵送

による提出先・問い合わせ先 

都道府県商工会連合会 小規模

事業者持続化補助金事務局 

住 所  〒 ●●●-●●●● 

●●●●●●●●●●  ●-

●●-●●●●●●●ビル●階 

電 話 番 号  ●●-●●●●-

●●●● 

（３）「～～小規模事業者持続

化補助金事務局」への申請書

の郵送による提出先 

都道府県商工会連合会 小規模

事業者持続化補助金事務局 

住 所  〒 ●●●-●●●● 

●●●●●●●●●●  ●-

●●-●●●●●●●ビル●階 

 

 

４８ P.59 

（様式６－１：

単独１事業者に

よる申請の場

合） 

右上枠 

住所（都道府県名から記載） 

 

事業所の所在地（都道府県名

から記載） 

４９ P.59 

（様式６－１：

単独１事業者に

よる申請の場

合） 

 右上枠項目追加 

本事業を営む場が事業所の所

在地と違う場合の所在地（都

道府県・市区町村名） 

５０ P.59 

（様式６－１：

単独１事業者に

よる申請の場

合） 

 右上枠項目追加 

上記地区を管轄する商工会名 

５１ P.60 

（様式７－１） 

※取組計画の作成にあたって

は商工会と相談し、助言・指

導を得ながら進めることがで

きます。 

削除 

５２ P.61 

（様式６－２：

複数事業者によ

る共同申請の場

合） 

右上枠 

住所（都道府県名から記載） 

 

事業所の所在地（都道府県名

から記載） 

５３ P.61 

（様式６－２：

複数事業者によ

る共同申請の場

合） 

 右上枠項目追加 

本事業を営む場が事業所の所

在地と違う場合の所在地（都

道府県・市区町村名） 



 

 

５４ P.61 

（様式６－２：

複数事業者によ

る共同申請の場

合） 

 右上枠項目追加 

上記地区を管轄する商工会 

５５ P.62 

（様式７－２） 

※取組計画の作成にあたって

は商工会と相談し、助言・指

導を得ながら進めることがで

きます。 

削除 

５６ P.64 

誓約書 

令和 年 月 日 令和２年 月 日 

５７ P.69 

Ⅴ.応募時提出

資料 

応募者全員【単

独申請の場合】 

提出物 

③支援機関確認書 

（様式３）【必須】 

必要部数 

原本 1部 

備考 

□地域の商工会が発行しま

す。発行には一定の日数がか

かります。お早めにご連絡く

ださい。 

 

提出物 

③支援機関確認書 

（様式３）【任意】 

必要部数 

提出の場合は原本 1部 

備考 

□提出は任意で必須ではあり

ません。 

□必要時に商工会が発行しま

す。発行には一定の日数がか

かります。 

５８ P.69 

Ⅴ.応募時提出

資料 

応募者全員【共

同申請の場合】 

提出物 

③支援機関確認書 

（様式３）【必須】 

必要部数 

原本 1部 

備考 

□地域の商工会が発行しま

す。発行には一定の日数がか

かります。お早めにご連絡く

ださい。 

 

提出物 

③支援機関確認書 

（様式３）【任意】 

必要部数 

提出の場合は原本 1部 

備考 

□提出は任意で必須ではあり

ません。 

□必要時に商工会が発行しま

す。発行には一定の日数がか

かります。 

５９ 

 

P.73 

Ⅵ.事業のスキ

ーム 

 図の注意書きを追加 
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